
エグゼクティブ・サマリー
経済協力開発機構（OECD）は、2014年9月16日、税源浸食と利益移転（BEPS： Base Erosion 
and Profit Shifting）に対する行動計画に基づく第一次提言一式の一環として、行動8（移転価
格の側面からの無形資産の検討）に基づく提言案を発表しました。「移転価格の側面からの無形
資産の検討に関する指針」と題された報告書（以下、「同報告書」）には、無形資産の移転価格算
定に関する基準の改訂と、比較可能性及び移転価格算定方法に関する追加基準が盛り込まれて
います。

同報告書の前半には、OECD移転価格ガイドラインの第1章（独立企業原則）の改定が記載さ
れており、ロケーション・セービングやその他の市場固有の特徴、集合労働力、及び多国籍企業
（MNE）におけるグループシナジーの移転価格算定上の取扱いに関する提案がなされていま
す。後半では、全面的に改定されたOECD移転価格ガイドライン第6章（無形資産に対する特別の
配慮）（以下、「2014年指針」）が掲載されており、次の（i）から（iii）に関する指針が示されています：
（i）無形資産の定義、（ii）無形資産の使用又は移転を伴う所定の関連者間取引の特定及び特徴
付け、（iii）無形資産が関わる場合の独立企業間取引の条件の決定。

また同報告書は、無形資産及び無形資産の開発・改良・維持・保護・活用を伴う取引における所有、
及び利益分割法の適用及び取引時点での価値が極めて不明確なときの独立企業間価格の算定
についても、暫定的な指針を示しています。2014年の指針では、この作業とBEPSプロジェクト
で予定されている他の移転価格関連作業との関係上、上記が草案のまま保留にされています。
同報告書は、これら暫定的指針はリスク、取引の再構成、評価が困難な無形資産に関する2015
年のBEPS作業において最終版に取りまとめられると述べています。
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2014年指針の重要な項目と、2013年7月30日に公表された
無形資産に関するディスカッション・ドラフト改訂版（以下、「ディ
スカッション・ドラフト改訂版」）との重要な相違を、以下にまとめ
ています1。

• 無形資産の定義：「マーケティング上の無形資産」の新たな
定義が含まれている以外は、ディスカッション・ドラフト改訂
版の定義にしたがっています。

• のれん又は継続企業の価値がいつ無形資産を構成するか、
又はしないかを特定する必要はないとの記述。その企業の
特質が寄与して、財やサービスの提供について他より高い
価格を設定できるときは、それがどのように表現されている
かにかかわらず、そうした貢献について対価を生じさせる必
要があります。

• 所有に関する暫定的指針：その趣旨は、無形資産の法的所
有権自体が、かかる無形資産の活用による利益を受け取る
権利を生じさせるわけではなく、また、無形資産の開発のた
めの資金提供も、全ての機能の遂行とコントロールを伴っ
ていない場合は、かかる無形資産の活用による利益を受け
取る権利を生じさせないということになります。利益配分
は、価値の創造に応じて行う必要があります。

• MNEのグループ会社が生じた利益を受け取る権利を有
しているかどうかを判定する際に検討すべき機能・リスク・
資産に関わる5つの領域の一つとして、無形資産の「活用
（exploitation）」という概念が導入されました。

• 予期せぬ事象に伴う損益（事後的利益）を、無形資産の開発・
改良・維持・保護・活用に貢献したMNEのグループ会社間でど
のように配分すべきかを示す新たな指針

• OECDが定めている5つの移転価格算定方法の一部として、
又は有用なツールとしての価値評価手法の適用

• 更新された指針を例示するための設例の追加及び変更

今後数カ月にわたり、リスク、取引の再構成、費用分担契約
（CCA）、評価が困難な無形資産との関連において、さらなる
作業が実施される予定であり、OECD移転価格ガイドラインの
第1章、2章、6章、8章及び9章が一部改定されると考えられま
す。このプロセスにおいては、独立企業原則とは異なるいわゆ
る「特別措置」についても検討される見込みです。同報告書で
は、特別措置の例がいくつか示されています。

詳細な議論
以下の考察では、2014年指針の公表の背景とOECD BEPS行
動計画の一環としてのその役割を取り上げます。さらに、無形
資産に関する指針における主要分野と、ディスカッション・ドラフ
ト改訂版に概説されている過去のOECDの無形資産に関する
指針からの変更点についても、詳しく説明します。

背景
無形資産に係る移転価格は、理論的観点においても、これまで
の紛争件数と規模を考えても、移転価格の領域では最も扱い
の難しいトピックの一つとなっています。これを受けて、OECD
は2010年7月、移転価格を担当するOECD租税委員会第6作
業部会による、移転価格の側面からの無形資産の検討に関す
るプロジェクトの開始を発表しました。今回の2014年指針は、
長期にわたって積み重ねられたディスカッション・ドラフト、コメン
ト、パブリック・コンサルテーションの成果と言えます。

無形資産に関するOECDの作業は、OECD BEPS行動計画にお
ける具体的な行動として示されており、移転価格の他の行動
に関する作業と密接に結び付いています。そのような作業に
は、移転価格算定におけるリスク及び資本配分、非関連第三者
間では生じ得ない取引の再構成、そしてMNEの世界的なバリ
ューチェーンという枠組みの中での利益分割をはじめとする
移転価格算定方法に関する作業が含まれます。2014年指針
の中には、OECDが他のBEPS行動を通じてさらに対処してい
く問題点を提起しているものもあります。その結果、無形資産
及び無形資産の開発・改良・維持・保護・活用を伴う取引における
所有、利益分割法の適用、及び取引時点での価値が極めて不
明確なときの独立企業間価格の算定に関する同報告書の指
針は、暫定的なものとなっています。この暫定的な指針はリス
ク、取引の再構成、評価が困難な無形資産に関する2015年の
BEPS作業との関連において最終版に取りまとめられる予定で
あり、2015年9月までに完成する見込みです。

同報告書は、2015年の作業過程において検討される特別措置
として、特に以下を挙げています。

• 適切な場合において、税務当局に、評価が困難な無形資産
と、場合によってはその他の譲渡された資産の価格算定に
対して、実際の結果に基づいて規則を適用する権限を与え
ること。

1. http://www.oecd.org/ctp/transfer-pricing/revised-discussion-draft-intangibles.pdf（ディスカッション・ドラフト改訂版）を参照。OECDの無形資産に関す
るディスカッション・ドラフト改訂版に関する詳しい説明は、2013年7月31日付のEYグローバル・タックス・アラート「OECD issues Revised Discussion Draft 
on the Transfer Pricing Aspects of Intangibles（OECD、移転価格の側面からの無形資産の検討に関するディスカッション・ドラフト改訂版を公表）」を参照
のこと。
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• 事業活動が無形資産の開発のための資金提供と、場合に
よってはその他の活動に限定されている事業体への利益
分配を制限すること。例えば、一部の状況において、かかる
事業体を株式投資家としてではなく、資金の貸し手として
扱うなど。

• 評価が困難な無形資産の特定の移転について、条件付支
払及び/又は利益分割法の適用を義務付けること。

• 低機能事業体に過剰な資本が投入されている特定の状
況に対し、OECDモデル租税条約第7条に基づき適用され 
ている規則に類似する規則と、いわゆる「OECD承認アプ
ローチ」の適用を義務付けること。

同報告書では、どの特別措置が採用されるのか、あるいはその
ような措置がOECDモデル租税条約の第9条と整合しているの
かどうかについて、今後の判断が待たれるとしています。さら
に、この特別措置のリストは、必ずしも全てを網羅しているわけ
ではなく、他の措置も考慮に入れられる可能性があると指摘し
ています。

市場固有の特徴、ロケーション・セービング、
集合労働力、グループシナジー
2014年指針は、市場固有の特徴（ロケーション・セービングを
含む）、集合労働力、及びMNEのグループシナジーなどの比較
可能性要素を、移転価格の算定上どのように扱うべきかについ
てのOECDの見解を示しています。同報告書は、OECD移転価
格ガイドラインの第1章に収録される新たなセクションと、5つ
の新たな設例を紹介しています。

同報告書の趣旨は、これらの比較可能性要素はいずれも、移転
価格分析において考慮に入れるべきであるものの、それ自体は
無形資産ではないということです。しかし場合によっては、これ
らの要素に無形資産が関わることもあります。例えば、特定の
市場や産業で事業を行うために、規制上の免許や許可を取得
する必要があり、かかる免許や許可が取引可能なものである場
合、その市場での事業活動でより大きな便益を得る権利を免
許保有者に与える無形資産にあたる可能性があります。さらに、
「集合労働力」に関しては、従業員の異動や出向は、一つの関
連会社から別の関連会社への貴重なノウハウの移転となる可
能性があります。これらの無形資産に対する独立企業間の対価
という問題は、事実と状況に応じて決まります。

グループシナジーに関しては、同報告書は、MNEが享受してい
る構造的な利点又はシナジーがもたらす便益（規模の経済、
統合管理、重複の排除等）が独立企業間でどのように分配さ
れるかに焦点を当てています。MNEグループに属していると
いうだけで、関連企業にグループシナジーの便益が生じてい
る場合、同報告書は、これらの便益について、別個に対価を与

えたり、グループメンバー間で再配分すべきではないと示唆
しています。しかし、場合によっては、グループによる計画的な
協調行動によって、シナジー作用の便益が生じることがありま
す。例えば、MNEグループがグループシナジーの便益を実現す
るために積極的な措置を取っている場合（一括購入の手配な 
ど）、OECDはシナジー創出への貢献度（例えば、大口購入から
生じる規模の経済のメリットの場合、購入数量）に比例して、シ
ナジーの便益を分配すべきであるとの見解を取っています。同
報告書には、国際グループのメンバー企業に適用される金利の
決定に関する具体的な設例が記載されており、グループによる
暗黙の支援の影響をどのように取り扱うべきかを例示していま
す。

同報告書によれば、移転価格ガイドラインの第1章に収録され
るこの新たなセクションは、最終的な指針とみなすことができ
ます。

移転価格算定上の無形資産の定義
2014年指針は、移転価格算定上の無形資産の定義について、
「物理的な資産や金融資産ではなく、商業活動における使用
のために所有又は支配され得るものであり、比較可能な状況に
おいて独立した当事者間の取引で生じていた場合、その使用
又は移転に対する対価が生じるもの」としています。この定義
は、ディスカッション・ドラフト改訂版において示されている定義
から変更されていません。

2014年指針は、ディスカッション・ドラフト改訂版には含まれて
いなかった「マーケティング上の無形資産」という用語について
新たな定義を示しており、次のように述べています。「マーケテ
ィング活動に関連しており、製品又はサービスの商業的使用を
支援、及び/又は関係する製品にとって重要な宣伝価値を有す
る無形資産（パラグラフ6.6の意味の範囲内における）。文脈に
よっては、マーケティング上の無形資産には、例えば、商標、商
号、顧客リスト、顧客関係、並びに独自の市場及び顧客データな
ど顧客への商品又はサービスのマーケティング及び販売に使
用される、もしくはその一助となるものが含まれる」。

最後に、2014年指針は、「ユニークで価値ある（unique and 
valuable）」無形資産の定義には変更はなく、「（i）潜在的に比較
可能な取引の当事者に使用される又は利用可能である無形資
産ではなく、かつ（ｉｉ）事業活動（製造、サービス提供、マーケティ
ング、販売又は管理など）におけるその使用によって、その無形
資産がない場合に見込まれる将来の経済的便益よりも大きな
経済的便益を生み出すと見込まれる、無形資産」と定義してい
ます。
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新たな第6章のセクションAは、特定の種類の無形資産につい
て解説しています。2014年指針は、のれん又は継続企業の価
値がいつ無形資産を構成するか又はしないかを特定する必要
はないと述べています。企業の特質が寄与して、財やサービス
の提供について他より高い価格を設定できるときは、それがど
のように表現されているかにかかわらず、そうした貢献につい
て対価を生じさせる必要があります。

どの事業体が無形資産の活用によって生じ
た利益を受け取る権利を有するかについて
の暫定的指針
新たな第6章のセクションBは、MNEグループのどの事業体が、
無形資産の活用によって生じた経済的利益を保持する権利を
有すべきかについて指針を示しています。セクションBは、リス
ク、取引の再構成、資本及び考え得る特別措置について、2015
年に予定されているOECDの作業と密接に関連しているた
め、暫定的な指針とみなされています。これらの領域について
2015年にOECDが実施するさらなる作業は、セクションBの変
更につながると予想されます。

ディスカッション・ドラフト改訂版と同様、セクションBに示されて
いる暫定的な指針は、取引アプローチを採用しており、実体に
焦点を当てるとともに、無形資産の開発・改良・維持・保護・活用に
おいて遂行された機能、使用された資産、引き受けられたリス
クの重要性を強調しています。無形資産の「活用」への言及は、
今回新たに追加されたものとなります。ディスカッション・ドラフ
ト改訂版では、MNEのグループ会社が生じた利益を受け取る
権利を有しているかどうかを判定するにあたり検討すべき機能・
リスク・資産に関わる領域に、「活用」に関する内容は含まれてい
ませんでした。

2014年指針は、無形資産の活用から生じる利益が、法律上又
は契約上の権利の結果として、当初、その無形資産の法律上の
所有者に与えられる場合であっても、無形資産の法的所有権自
体が、無形資産の活用から生じる利益に対する権利を付与する
わけではないと述べています。法律上の所有者によって最終的
に保持される利益は、当該所有者が無形資産の価値に貢献す
るような形で実行し、資産を使用し、またリスクを引き受けるこ
とにより、無形資産の予想価値にどのくらい貢献しているかを、
グループの他のメンバー会社による貢献度合いと比較するこ
とで決まります。法律上の所有者が無形資産に関して一切の機
能を遂行せず、資産を使用せず、またリスクを引き受けずに単
なる権利保有事業体としてのみ活動している場合、法律上の所
有者は、最終的に、権利保有に対する独立企業間の対価がある
場合にはその対価を除き、無形資産の活用によってMNEグル
ープが得る利益を受け取る権利を有さないことになります。

2014年指針は、事前及び事後の利益を区別しており、無形資
産の開発・改良・維持・保護・活用に貢献したMNEグループのメン
バー会社に支払われなければならない対価は通常、事前に決
定されることを明確にしています。実際の事後損益の配分は、
各案件の内容と状況によって決まります。

さらに、2014年指針は、無形資産の開発のために資金提供し
た事業体にとっての適切な利益の決定について詳しく述べて
います。暫定的な指針では、資金を提供しているものの、無形
資産の開発に関連するリスクをコントロールしていない、又は
無形資産の開発に関連する機能を遂行していない事業体は、
通常、類似の状況にあって、無形資産の価値創出に関連するリ
スクのコントロール、及び/又は投資家が稼得する利益と同等
の利益を、独立企業間の関係で受け取ることはないと述べてい
ます。

企業名の使用に係る移転価格の側面
新たな第6章のセクションBの最終部分では、同セクションにお
いて定められた原則を様々な状況に適用するための指針が説
明されており、グループ名の使用について対価が支払われるべ
き状況についても含まれています。同指針は、企業名の使用の
対価として支払われる額は、その名称の使用によって享受した
経済的便益の量と、その名称の所有者と利用者が行った相対
的な貢献（機能・資産・リスクの分析を通じて評価される）に応じ
て決定されるべきとの原則にしたがっています。

この文脈における一つの所見は、既存の成功事業が別の成功
事業に取得され、ブランド変更を経て、取得企業の名称又は商
標を使用することになった場合、被取得事業が対価を支払うべ
きと自動的に仮定すべきではないということです。さらに、その
ような状況においては、取得企業が自身のブランド名を宣伝す
るために、市場における被取得事業の立場を利用している場合
があります。その際、取得企業は、被取得事業に対し、取得企業
の名称を宣伝するために被取得事業が遂行した機能、引き受け
たリスク及び使用した資産（市場シェアを含む）について、追加
的な対価を支払わなければならない可能性があります。

無形資産を伴う所定の取引の特定及び特徴
付けに関する最終指針
新たな第6章のセクションCは、無形資産を伴う所定の取引の特
定及び特徴付けにおいて関連しているとみなされる主要な取
引として、次の2つを取り上げています：（i）無形資産又は無形資
産に対する権利の移転に関する取引、（ii）物品の販売又はサー
ビスの提供に関連する無形資産の使用を伴う取引。
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価値評価手法の使用を含む無形資産取引の
価格決定に関する補足指針
新たな第6章のセクションDは、OECD移転価格ガイドラインの
第1章から第3章の原則を、評価が困難な無形資産を含む、無
形資産を伴う取引に適用するにあたっての詳細な補足指針を
提供しています。評価が困難な無形資産の移転価格算定上の
取扱いについては、BEPS行動の9及び10に関する作業の一環
として、追加的な改定が加えられる予定です。改定後の（最終と
なる）指針は、2015年1月に公表される見込みです。

これらの補足指針に加えて、このセクションは、価値評価手法の
適用は、OECDの承認を受けた5つの算定方法の一つ及び有用
なツールとしても、他の移転価格算定方法よりも信頼性が高い
ものとなり得ることを明示的に認めています。また、無形資産
又は無形資産に対する権利の移転が関わる移転価格分析にお
いて価値評価手法が用いられる場合、独立企業原則とOECD移
転価格ガイドラインの原則に整合する方法で、かかる手法を適
用する必要があると強調しています。特に、現実的に利用可能
な選択肢、取引の両当事者の視点、リスクの帰属、取引の統合
をはじめとする第1章から第3章に記載されている原則には、し
かるべき注意を払う必要があります。そのため、他の目的のた
めに用いられる価値評価手法を用いる場合は、さらなる検討が
必要になります。

おわりに
上述したように、行動8に関する成果物には、最終指針と暫定
的指針の両方が盛り込まれています。2015年に適用が予定さ
れている最終的な要素には、移転価格分析において用いるべ
き明確な指針が含まれており、徹底的な比較可能性分析の重
要性を強調しています。その結果、取引の具体的状況に対して
必要な注意を払わないまま、事業体グループの全般的な特徴
に基づいて策定された移転価格設定方針では、問題視される
おそれがあります。今回の指針は、他のBEPS作業との関連で
2015年になるまで適用されませんが、実際には、税務当局の
行動は、適用前から指針の影響を受けるものと予想されます。

まだ暫定的とみなされている要素に関しては、さらなる指針が
2015年に公表される予定です。無形資産の所有に対する指
針のセクションに関しては今後の重要な決定が待たれるもの
の、OECDの方針から、所有と遂行された機能の整合性に焦点
が置かれていることは明らかです。

グローバル企業は、この行動8に関する動向を引き続き注視し、
今後の変更の可能性に備えて、自社の移転価格設定方針、特に
所有と遂行された機能の整合性を見直す必要があります。


